























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































yes 92人 68人 53人
75％ 65％ 56％
no 31人 35人 40人
25％ 33％ 43％




yes 51人 60人 52人
69％ 67％ 66％
no 22人 28人 26人
30％ 31％ 33％
































人 82 19 4 41 7 14
％ 89 21 4 60 10 21
理科教育論
人 41 8 11 53 7 12 48 2 5
％ 80 16 22 88 12 20 87 4 9
理科教育法Ⅱ
理学部
人 34 6 7 40 4 6























































































戦後から温暖化 36人 38%17人 24%
歴史的気候変動 65人 68%55人 76%
理科教育論
戦後から温暖化 11人 21%13人 21%11人 14%
歴史的気候変動 40人 77%55人 79%55人 71%
困難なことを明らかにし（例えば，落合，2012），
原発という社会的インフラに向かないことを理解し
ていないので，上から目線になる前に，研究者や技
術者予備軍としての勉強が必要である。
4 考 察
1 なぜ原発事故で世論は変わらないのか
（1）思考停止した神話の国
大学生アンケートでは，福島原発事故前の2010
年度調査では7割以上が地球温暖化防止を条件に
原発推進であり，事故後の2011年度，2012年度調
査でも6割から9割が推進であり，ほとんど変化
していないことがわかった。質問文に「地球温暖化
対策として」という条件設定があり，福島原発事故
によって否定されていないので，クリーンな原発と
考えたのであろう。ただし，原発推進者でもコメン
トに放射線廃棄物の問題などの指摘をしているので，
世論調査と同じ質問をすれば脱原発がもっと多いと
考えられる。それにしても，クリーンな原発と放射
線廃棄物を自己矛盾を気にせず回答できる知識・理
解力は問題である（椚座・田上，2011）。
世論調査では，2011年5月から原発推進と脱原
発が入れ替わり，その後も徐々に脱原発が増え70
％程度になっている。この原因は，「安全だ，たた
ちに問題はない」報道一色だった3月と比べて，4
月以降はレベル7やメルトダウン，食物の放射能
汚染問題が報道されるようになり，「原発安全神話」
が崩壊したためと考えられる。また食物の放射能汚
染問題は，女性や子どもを持つ親にとっては当事者
性のある問題である。
しかし，2012年4月くらいから，原発再稼働に
向けて，「電力の30％は原子力」，「原子力なくして
は経済成長なし」などのスローガンと，計画停電を
ちらつかせた恫喝がはじまった。そうすると原発再
稼働はいたしかたないと空気がでてくる。福井県の
人の雇用も大切だという意見も出てくる。これらの
意見を支えているのは，永年にわたる「電力の30
％は原子力」，「コストの安い原発」「クリーンな原
発」などの刷り込み，すなわち「原発エコクリーン
神話」とも言うべきもう一つの神話である。壊れた
「原発安全神話」は「しっかりと安全を確認して」
というおまじないで封印して，再稼働が容認される。
（2）科学技術立国神話にすがる原子力ムラ
今回の大学生アンケートで特異なデータは，富山
大学理学部生の原発賛成9割である。理由説明か
ら，科学が解決できない問題はない，いつか努力す
れば解決できるはずであるという右肩上がりの科学
技術立国神話の影響が読み取れる。この傾向は，彼
らだけに限らない。2011年の秋に放映されたNHK
教育テレビ『白熱教室JAPAN』（NHK，2011）に
おいて，原発問題を討論していた大阪大学の理系院
生は「自動車に事故は付きものであるように，製品
に絶対はなく事故は起こる。原発に事故が起こり得
るのはしょうがない」と発言していた。日本の科学
技術に信頼をおいた発言もあった。政府の原子力安
全委員会斑目委員長は，2007年の浜岡原発差し止
め訴訟における政府側参考人として「これも可能性
ちょっとある，これはちょっと可能性がある，そう
いうものを全部組み合わせていったら，ものなんて
絶対造れません。だからどっかでは割り切るんです。」
と証言している。これは上記の理学部生や理系院生
と同じ視点である。
彼らに共通するのは，事故当事者だけの問題で済
む自動車と，シビアアクシデントが起きれば，広範
囲・長期にわたり汚染が発生し多大な影響を与える
原発を同等にとらえていることである。放射能のた
め，近づいて事故原因を究明して修理することも出
来ない原発を，電力の安定供給のためのインフラと
する考えが問題である。
また，NHKが2011年暮れに，ICRPの元幹部の
証言に基づいて，国際放射線防護基準改定で根拠な
くゆるい値にしたという番組を放映したが，原子力
ムラOBたち112名が元の肩書きと共に抗議文を送
るということがあった（日本原子力学会シニアネッ
トワーク連絡会，2012）。今までICRPの基準値改
定の度に苦しめられてきた経験から，ICRPにねつ
造があるはずがないという信仰のためであろう。実
際は，ICRPは世界の原子力ムラによって作られた
ものであり（例えば，矢ヶ崎，2010），毎回の改定
は政治的な判断でおこなわれてきており（例えば，
中川，2011），NHKの報道が正しい。元の肩書き
を書くことは，原子力ムラでは肩書きで物事が決まっ
ていたという経験を振りかざしているにすぎない。
以上のように日本の科学技術者やその卵が科学技
術立国神話を信じていることは，彼らが原発安全神
話を流布しているうちに，いつの間にか当人たちが
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自己催眠に陥っていることを意味する。Trento
（2012）は，アメリカ，イギリスさらにはフランス
が次々と技術的困難から核燃料サイクルから撤退し
ているにもかかわらず，日本が世界で唯一撤退して
いないのは，政治家の核軍備願望に加えて，技術者
の科学技術立国神話の影響が大きいと論じている。
原子力ムラの原発安全神話と科学技術立国神話は，
新規リスクとその指摘者をつぶすという構造的な問
題を含んでいる。ユンク（1979）は，原子力帝国
という著書の中で，原子力は民主主義を破壊して全
体主義に向かわざるを得ないこと，一緒に行動しな
い人は破壊者とみなされていくという不可逆性を指
摘した。福島原発事故に至るまでの間，欧米で同型
機の安全改修が行われた時も，日本では安全神話の
ために，東電やプラントメーカー内でも改修を議題
にすることが出来なかったとされる。2012年の大
飯原発再稼働にむけてのストレステストの評価に関
係して，斑目原子力安全委員長は，安全神話に技術
者がとらわれていることが欧米との安全技術格差拡
大の原因であると指摘している。松野（2007）の
「原子力防災」という書籍は，原子力安全基盤機構
の緊急時対策技術開発室長として書かれたものであ
るが，当初は複数著者であったが，国の啓発方針が，
日本ではチェルノブイリ型原発事故は起こらないと
いうものであるのに，松野は万一の場合は必要と執
筆したので，共著者が辞退して単著になったという
ものである。まさに原子力ムラとは，神話が支配し，
村八分が行われるところである。このようなムラを
なす国や技術者に，原発の「安全の確認」をお願い
することは無意味であり，そのことに気づかない市
民にも責任がある。
2 条件提示に弱い日本人とその弊害
（1）条件提示に弱いとは他者依存
本研究では，条件提示によって脱原発の意見が大
きく変動することが示された。「今後」「将来」「慎
重に」など，現在の責任から逃れられる条件があれ
ば脱原発が増える。条件なしと呼んだ原発の賛否を
聞くだけ，明日からすぐにでもというニュアンスが
ある質問では，30％近く脱原発=原発否定が低い。
脱原発が80％に達したテレビ朝日の再稼働につい
ての質問文には，「急ぐ必要があると思いますか，
それとも慎重に対応する必要がありますか」とあり，
将来に加えて慎重という言葉が80％に達した理由
であると考えられる。大学生には，「地球温暖化防
止」が強烈な原発推進のための条件提示であり，福
島原発事故でもゆるがない。
一方，「安全を確認して」，「地元の了解があれば」
など，第三者が責任を持つ，すなわち自分が当事者
にならないと判断されるものの場合は，その方たち
の意向を尊重して，脱原発が下がるという傾向が見
いだされた。毎日新聞の10月の調査にこの2つの
言葉が入っており，脱原発は47％に下がっている。
最も下がったテレビ朝日の10月の37％という数字
は，「ストレス耐久性テストなどで，安全性を確認
したうえで， 地域住民の理解を得ながら，当面」
という文言が質問文にあり，ここまで言われると了
解するという典型的な結果である。この傾向は原発
問題に限ったことではなく，例えば，福祉のため，
あるい東日本大震災復興ためにと言われると，消費
税増税や放射性物質の拡散につながる「がれきの広
域処理」に賛成するのも同じである。
条件提示に弱いのは，当事者性のなさとも言える
が，日本人の他者依存性の強さの現れとも言える。
他者依存は，長いものに巻かれると言い換えること
が出来るが，世間で信頼性が高いとされるものほど
自らの責任が問われなくてよい。論点や根拠をあい
まいにし，儀式的・手続き的な議論はするが，最終
的には強い者に従うという図式は，よく言えば和や
絆であるが，原発問題や復興など国民全体の大きな
問題の解決には向かない（椚座，2012）。原子力問
題の場合，2010年3月の「わくわく原子力ランド」
や2011年10月の「放射線等についての副読本」に
よって原発安全神話と放射能安全神話を振りまくの
が文部科学省であり（椚座・田上，2011；椚座，
2012），その他関係省庁の原発や放射性廃棄物処理
などのキャンペーンは，大手広告代理店である電通
や博報堂が国から請負い，大手メディアや地方紙に
ついては電通の大株主である共同通信社を通じて配
信される（斉藤，2011）。他者依存性の高い人々に
とっては安心できる状況である。その結果，多くの
国民は，テレビを見ても，新聞を読んでも，学校で
聞いても，原発推進の国策に沿った話に囲まれてい
る。椚座・櫻井（2008）が示したように，信頼で
きる2つの情報があれば人の意識が変わるが，原
子力問題の場合，他分野で信頼性の高い複数の情報
源が同じ内容を伝える可能性が高い。自ら本やネッ
トを探索し，時には講演会に行くなど，積極的な情
福島原発事故は原発政策についての世論を変えなかった
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報収集と総括を繰り返さないと，国策情報や神話の
壁を打ち破るのは困難である。
（2）日本では国民投票は危険
条件付きの話に弱いという特性は，世論形成や投
票行動などにおいて，事前に国やメディアが出す様々
な利益誘導にかかりやすいことを意味する。しばし
ば，原発の是非について国民投票あるいは住民投票
をやればよいという意見が出される（例えば，飯田
ほか，2011）。テレビ朝日「報道ステーション」の
9月の世論調査でも，国民投票を望む声が65％あっ
た。
しかし，今回の研究で見えた条件提示に弱い日本
人像を考慮するならば，少なくとも現時点では，原
発に関して国民投票をやるべきではない。図8お
よび9に示すように，条件提示により，賛否が30
％程度変動すること，それも過半数の50％をまた
いで40％から70％に変動するために，多数決原理
の国民投票では逆転する可能性がある。すなわち投
票前の政府やメディアのプロパガンダによって，い
かようにも国民の意思がつくられる危険性があるこ
とを意味する。
そもそも国民投票や選挙は，各種世論調査に基づ
いて，賛否の両陣営がなんらかの見通しをもってな
されるものである。国論が左右されるような大きな
問題であれば，政府やメディアによる周到な情報操
作が行われる。最近起こっている例として，2009
年の政権交代をもたらした衆議院選挙前に自民党が
しかけた，総理大臣目前だった小沢一郎と民主党つ
ぶしのための小沢一郎秘書逮捕にはじまる一連の国
策裁判と「政治と金」報道がある（森，2012）。小
沢の政策は，各種補助金や天下りなど既得権益解体
のために特別会計にメスを入れる財政改革など財務
省の懐に手を入れるものであり，記者クラブ廃止，
新聞とテレビなどのクロスオーナーシップの廃止な
どメディアの利権構造も壊すものである。証拠がな
いため訴因変更しても検察は起訴できず，最後の手
段であった検察審査会による起訴裁判でも証拠資料
の捏造がばれて無罪となった（例えば，森，2012）。
そのため，自民党政府のしかけに便乗した民主党現
執行部とメディアの「政治と金」報道は，無罪判決
後に再び大きくなり，人々に「無罪だけどやっぱり
悪い人でしょう」という政治的人格を失わせる動き
（ウォルフレン，2010）は続いている。
原発問題も，国やメディアがこれまでも，またこ
れからも情報操作を行う対象である。原発は原爆技
術と表裏一体であり，原発を止めることは核軍備を
止めることにつながる（槌田，2007）。また原発プ
ラントメーカーは，東芝WH社など，かつて日本に
原発を導入したアメリカの老舗企業WH社と一体
化したり，フランスの国営企業アレバと三菱重工が
共同会社を設立するなど，グローバル企業化してい
る。アメリカがインドに原発を輸出するとは，東芝
WH社が輸出することである（村上，2010）。従っ
て，日本が原発，特に原発産業をやめることは，世
界の原子力推進国家や企業の動向に影響するので，
福島原発事故は無視される。
従って，国民投票等となれば，様々な情報操作と，
利益・不利益誘導がなされると考えられる。情報を
操作する側は，例えば，「将来は原発をとめる」と
は，「今は動かしてもよい」と分析して，利益誘導
の方法を考えるだろう。そもそも「将来は」という
文言は，原発の老朽化により次々に廃炉になり，何
もしなくても20年くらいで実質脱原発になるので，
原発の是非を問う質問文として意味をなさない。質
問する側はそのことを承知で使っており，脱原発世
論を構成する条件提示に弱い，付和雷同層の割合を
調べている可能性がある。大手メディアの世論調査
の多くは，RDD方式と呼ばれる，コンピューター
抽出された固定電話を用いた問答によって行われて
いるため，回答者は日中固定電話に出られる個人商
店，今や少なくなった専業主婦あるいは高齢者が多
い。この層をどのように世論誘導するかで30％の
差を生じるので，いわゆるB層対策が作られる。
それでも実際には，国民投票で原発が止まった国
がある。福島原発事故後の6月12，13日，イタリ
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図9 条件提示による中間層の流動性が民意を
ゆさぶる
ヤでは，チェルノブイリ事故後の1990年に国民投
票で閉鎖された原発の再開についての国民投票が行
われ，投票率57％，再開反対が95％になった。そ
もそもテレビ王であり親アメリカのベルルスコーニ
首相が，大停電事故や「原発ルネッサンス」の流れ
で原発再稼働を決定づけるべく福島原発事故前から
用意した国民投票であったが，投票日前の福島原発
事故は火山国・地震国であるイタリヤに大きな影響
を与え，1990年に国民投票で原発を止めたという
記憶をよみがえらせたという偶然の脱原発である
（片野，2012）。日本でも，三重県海山町で，推進
派が原発誘致を確定しようと準備していた住民投票
で，投票日10日前に海をはさんで隣の浜岡原発1号
機の配管破断事故が起こり，投票率89％，反対68
％で逆転したという同様のことが起きている。
飯田ほか（2011）は，1996年の新潟県巻町にお
ける住民投票で東北電力巻原発を中止に追い込んだ
こと（鎌田，1996，2001）から，投票までには，1
年以上の学習の機会を設け，当事者性を高めること
の必要性を論じている。国政レベルでは，憲法改正
しか国民投票はないので，多数の住民投票の結果を
国民投票として読むしかないが，今回の研究結果は，
十分な学習の機会，すなわち原発リテラシーを高め
る機会がない場合は，かえって投票によって原発推
進となる可能性が高いことを示している。原発問題
において，原発再稼働か計画停電かという話や，文
科省が2012年4月から開始した「放射線等につい
ての副読本」を用いた放射能安全神話教育は，いざ
原発に関する投票や政府の調査などがあれば，人々
の意志決定に大きく影響する仕込みであると考えら
れる。今回の研究でも明らかになったように，地球
温暖化人為説は，若い人にしっかりと染みついてい
る。これらを乗り越えるだけの原発リテラシーが必
要とされる。
3 民主主義社会のための原発リテラシーと
人権意識
（1）リスク－ベネフィット論の当事者性問題
当事者性は，原発などリスクの大きい問題におい
て特に重要である。放射能の安全性について，政府，
メディアあるいは御用学者が持ち出す話に，医療被
曝や航空機の問題がある。放射線の医療への有効性
を強調して，一定の被ばくは許容できるはずである，
ニューヨークに行けることのメリットのためには，
宇宙線や太陽風からの被ばくはいたしかたない，そ
れよりも原発事故による放射線量は少ないという論
法である。しかし，医療被曝（自主被曝）はリスク
とベネフィットは同一人物についてのものであり，
拒否することができる。一方，原爆や原発事故によ
る被ばくは，受動的喫煙と同じで，ベネフィットの
ないものにもふりかかってくる。アメリカ国民は，
核軍備によるリスク vs.自由で豊かな生活という
押しつけのベネフィットを天秤に掛けさせられる。
しかし，日本ではこの図式は成り立たない。
似た構造は，日本の原発誘致で見られる。過疎地
の多い原発立地市町村には，図10のように，原発
マネー+安全神話 vs.残余のリスクの選択をせまる。
一方，都会には，エネルギー使い放題生活 vs.高
い電気料金の選択を提示する。1/3は原子力，安い
原発電力，科学技術立国神話という現状追認の中流
社会との相性もよい。すなわち原発立地地域にも都
会にも，かろうじて当事者として選択可能なリスク
とベネフィットが提示されるように国民が分断され
ている。
しかし本質的な問題は，根本的には原発問題は当
事者が異なることである。リスク（過疎地）vs.ベ
ネフィット（都会）の構図が隠されている。都会側
の選択は，他人事なら許容するというものが多い。
地元の了解があれば，安全を確保されるなら，ベト
ナムや青森県大間など遠くの原発ならば，将来脱原
発できるなど，自分の時空間の外ならば気にならな
い。今回の原発事故まで，東京電力管内の人は，東
京の電気が，柏崎や福島など東北電力管内で作られ
ていることを知らなかった。すなわち，2つの分断
されたリスク-ベネフィット論があったのである。
この構造は原子力ムラ賭博とも言えるものである
（図10）。総括原価方式で都会から得た利益で，安
全神話広報+地元対策費+胴元利権がまかなえる。
福島原発事故は原発政策についての世論を変えなかった
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図10 都市と地方を分断した原発賭博
親である電力業界や政府は過疎地と都会の両方の手
の内が見えて，懐はいたまない。
福島原発事故は，そのような構図を一変させた
（図11）。東京からホットスポットの発見や千葉な
どから毎日のように放射線基準を超えた食物の報道
がされるように，都会の人々にも放射能のリスクが
かぶってきた。このようなリスク-ベネフィット論
における時空間の変化が，多くの人の知るところに
なれば，エネルギー問題としての原発論争に決着が
つく。
（2）公平な選択のための原発リテラシー
住民投票や，上記のリスク論の当事者性問題の解
決には，原発問題について判断できるだけの知識，
あるいは実用的な知識や能力としての「原発リテラ
シー」を必要とする。「今まで，原発は大丈夫であ
ると言ってたのに」と，電力会社や国に騙されたと
思っていても，がれき処理と除染と帰還は安全であ
り，絆のために頑張ろうと言われるとまた騙される。
飯田ほか（2011）において，宮台は「任せて文句
を言う社会」から，「引き受けて考える社会」への
転換の必要性を指摘している。原発を含めた核政策
は，日本国民だけでなく世界の人々に影響する問題
なので，空気を読んで任せるのでなく，原発リテラ
シーをベースとした考える社会づくりが必要である。
「原発リテラシー」の内容の幅やレベルは，福島
原発事故後の現実の状況が厳しいので，それ以前よ
りも上がらざるを得ない。飯田ほか（2011）も，
住民投票をするには，1年程度の学習会が必要であ
るとしており，かなりの量と質の学習が想定される。
3.11福島原発事故と再稼働や核燃料サイクルの是非
を国民世論とするには，例えば，津波神話の虚構，
耐震性が乏しく老朽化する原発の実情の理解なくし
ては原発再稼働は論じられない。「電気がない」と
言う人には，放射能がほしいのか電気がほしいのか
と問いかけ，原発並の出力があり，コストが安く安
全なコンバインド型天然ガスタービン発電（石井，
2011）のことを教える。さらに「地球温暖化問題
が重要」と言う人には，クライメートゲート事件
（モシャー・フラー，2010；深井，2011；渡辺，
2012）と気候変動と毎日の天気のしくみを勉強し
てもらうしかない。さらに原発問題は，原爆投下か
ら，石油ショック，チェルノブイリ原発事故，さら
に福島原発事故などの危機のたびに，むしろ危機に
乗じたプロパガンダ，すなわち惨事便乗資本主義型
（クライン，2012）のプロパガンダが繰り返されて
おり，それらを見破る社会学的な能力も必要である。
一人では難しく，グループや地域として原発リテラ
シーを高めることが必要である。
（3）民主主義の根底としての人権意識が必要
多数決論理に乗っかった国民投票や議会制民主主
義制度は，わかりやすさと影響力の大きさがある一
方，合法，非合法含めた多数決工作がなされるとい
うリスクをかかえる。日本のように大手メディアが
ジャーナリズム精神を失い，記者クラブ制度や官房
機密費を介して政治権力と一体化している国（藤原，
2001）にあっては，批判的な情報が提供されるこ
となく，一方的に政治プロパガンダの洪水になる
（斉藤，2011）。そのような人々による多数決は，
民主主義の横暴にすぎない。さらに電子投票導入に
よっておきる得票数の改ざんにも注意が必要である
（例えば，毎日新聞，2008.1.15）。
多数決によっても，少数意見を尊重するという考
え方がある，しかし多くの場合，多数決の勝者が，
少数者に一定の利益を与えるという上から目線のも
のである。本来，民主主義にもとめられるのは，人
権意識の高い少数意見が社会をリードするような構
造であろう。そのような見識が，第二のオピニオン
として，人々の意識の変容をもたらす可能性がある。
利益・不利益誘導で得られた多数決は，衆愚政治そ
のものであり，コストのかからない民主主義である。
さらに原子力が関係するならば，民主主義とはほど
遠い監視社会を生み出す（ユンク，1979）。
人権意識の高い民主主義社会を作り維持するには，
それを理解するだけの教育や社会経験が必要であり，
不断の努力とコストがかかるものである。かつ既存
の権力集団と戦うには，国民投票や選挙で民意を確
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図11 原発賭博の崩壊
かめるという前に，市民側にも広報・教育戦略とそ
の成果が必要とされる時代になってきたと認識すべ
きである。
5 まとめにかえて
今回の研究では，地球温暖化と原発などのシング
ルイシューの問題ではなく，日本人の意志決定とは
何かを問い直さざるを得ないことを明らかにするこ
とになった。細かく見れば，議会制民主主義の制度
や学校教育制度，あるいは政府やメディアのプロパ
ガンダの在り方などに分解でき，それぞれで議論す
ることができる。しかし，本質は，個別バラバラに
専門家が議論することではなく，具体的に社会の意
志決定プロセスとしてどのように整備していくかと
いうことについて，国民が当事者性を持ってどのよ
うに参画できるようにするか，ということから実践
的に試みることである。その場合，今回の研究で明
らかにしたような，条件提示に便乗して，当事者性
のない答えでその場をしのぐという日本人であって
はならない。東日本大震災の数少ないメリットは，
日本が崩壊する前に，このような問題に気づけたこ
とであったと考えられる。
引用文献
赤祖父俊一（2008）正しく知る地球温暖化 誤っ
た地球温暖化論に惑わされないために．誠光堂新
光社，pp183.
有馬哲夫（2008）原発・正力・CIA機密文書で読
む昭和裏面史．新潮新書249，pp255.
クロード・アレグレ(林昌宏訳）（2008）環境問題
の本質．NTT出版，pp287.
飯田哲也，今井一，杉田敦，マエキタミヤコ
（2011）原発をどうするか，みんなで決める-国
民投票へ向けて．岩波ブックレット 821，岩波
書店，pp61.
石井彰（2011）エネルギー論争の盲点-天然ガスと
分散化が日本を救う．NHK出版新書 356，pp
217.
石橋克彦（1997）原発震災-破滅を避けるために．
科学．67，720-724.
カレル・ヴァン・ウォルフレン（2011）誰が小沢
一郎を殺すのか．角川書店，pp198.
NHK（2011）白熱教室JAPAN：科学技術と社会
の関係（コミュニケーションや，その社会的意思
決定）．NHK教育テレビ：2011年10月30日，11
月6日，13，20日放送．
欧州放射線リスク委員会（ECRR）（2011）放射線
被ばくによる健康影響とリスク評価.明石書店，
pp356.
片野優（2012）フクシマは世界を変えたかーヨー
ロッパ脱原発事情.河出書房新社，pp295.
椚座圭太郎・舘亜紀（2006）天文分野における知
的ニーズと教育ニーズの創出．富山大学教育学部
紀要，Vol.60，117-130.
椚座圭太郎・櫻井理恵（2008）科学リテラシーを
育てる先行体験とは何か．富山大学人間発達科学
部紀要，2,2,79-94.
椚座圭太郎・田上翔子（2011）学校教育が地球温
暖化と原発についての思考停止社会をもたらした
のか？ 富山大学人間発達科学部紀要，6,1,107-
133.
椚座圭太郎（2012）フクシマとサンリクからの復
権：人権に基づいた復興のあり方．地域生活学研
究，3，41-64.
ナオミ・クライン（幾島幸子，村上由見子訳）
（2011）ショック・ドクトリン〈下〉－惨事便乗
型資本主義の正体を暴く.岩波書店，pp398.
国会事故調（2012）国会 東京電力福島原子力発電
所事故調査委員会報告書
http://www.naic.jp/blog/2012/07/05/reportdl/
小山英之（2011）．福島第一原発では地震で配管が
破損した-1号機と3号機の検証.
http://www.jca.apc.org/mihama/fukushima/
1f1ic_hasonron_20111005.pdf
小山英之（2012）．福島第一原発3号機の高圧注水
系・・・地震による配管破損の疑い濃厚 地震の
影響を無視するストレステストに意味はない.
http://www.jca.apc.org/mihama/fukushima/
note_1f3hpci_20120213.pdf
斎藤貴男（2011）民意のつくられかた．岩波書店，
pp222.
佐野真一（1994）巨怪伝-正力松太郎と影武者たち
の一世紀．文藝春秋，pp718.
田口ランディ（2011）ヒロシマ，ナガサキ，フク
シマ：原子力を受け入れた日本．ちくまプリマー
新書 165，筑摩書房，pp175.
福島原発事故は原発政策についての世論を変えなかった
―89―
田中利幸，ピーター・カズニック（2011）原発と
ヒロシマ－「原子力平和利用」の真相．岩波ブッ
クレット 819，岩波書店，pp64.
田中三彦（2011）原発で何がおきたのか，石橋克
彦編．原発を終わらせる．岩波新書1315，岩波
書店，3-34.
槌田敦（2007）核武装を準備する日本．槌田ほか
編，隠して核武装する日本.影書房，13-74.
槌田敦，山崎久隆，原田裕史（2012）福島原発多
重人災東電の責任を問う 被害者の救済は汚染者
負担の原則で．日本評論社，pp175.
Joseph,Trento（2012）UnitedStatesCircumven-
tedLawsToHelpJapanAccumulateTonsof
Plutonium.NationalSecurityNewsService,
http://www.dcbureau.org/201204097128/
national-security-news-service/united-states-
circumvented-laws-to-help-japan-accumulate-
tons-of-plutonium.html
中川保雄（2011）増補放射線被曝の歴史-アメリカ
原爆開発から．明石書店，pp336.
中野洋一（2011）〈原発依存〉と〈地球温暖化論〉
の策略：経済学からの批判的考察．法律文化社，
pp154.
中村政雄（2004）原子力と報道．中公新書ラクレ
157，pp189.
日本原子力学会シニアネットワーク連絡会（2012）
「低線量被ばく揺らぐ国際基準」への抗議と要望
について．日本原子力学会，
www.aesj.or.jp/~snw/media_open/../nhk_
youbou1202281.pdf
広瀬隆（2010）二酸化炭素温暖化説の崩壊．集英
社新書0552A，pp224.
深井有（2011）気候変動とエネルギー問題 CO2
温暖化論争を超えて．中公新書2120，中央公論
新社，pp268.
藤原肇（2001）夜明け前の朝日-マスコミの堕落と
ジャーナリズム精神の現在．鹿砦社，pp236.
A.マキジャニ，J.ケリー（1985）WHYJAPAN?
原爆投下のシナリオ.教育社，pp298.
毎日新聞（2008）クローズアップ2008：どうなる
電子投票 法改正案，継続審議に．2008.1.15
朝刊．
松野 元（2007） 原子力防災-原子力リスクすべて
と正しく向き合うために.創英社/三省堂書店，
pp171.
村上朋子（2010）激化する国際原子力商戦 その
市場と競争力の分析．エネルギーフォーラム，
pp288.
スティーブン・モシャー，トマス・フラー（渡辺正
訳）（2010）地球温暖化スキャンダル 2009年
秋クライメートゲート事件の激震．日本評論社，
pp304.
森ゆうこ（2012）検察の罠 小沢抹殺計画の真相．
日本文芸社，pp255.
矢ヶ崎克馬（2010）隠された被曝．新日本出版社，
pp141.
ロベルト・ユンク(山口祐弘訳）（1979）原子力帝
国．アンビエル，pp262.
渡辺正（2010）続Climategate事件-崩れゆくIPCC
の温暖化神話.化学，65，66-71.
渡辺正（2012）「地球温暖化」神話 終わりの始ま
り.丸善出版，pp237.
（2012年5月21日受付）
（2012年7月19日受理）
―90―
